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熊谷市協働事業提案制度

平成２７年度実施 市民協働「熊谷の力」事業 成 果 報 告 書

事 業 名 バリアフリーマップ作成事業

実施団体等
実施団体：立正大学社会福祉学部ボラン

ティア活動推進センター

所管課：都市計画課

１ 事業目的 地域に密着したバリアフリーマップを作成することで、すべての人が快適で楽しく生活できる街の形

成を目指す。

２ 事業概要 熊谷駅周辺を中心に、道路や信号機、市民生活に密着した飲食店、小売店のバリアフリー状況の調査

を実施した。

調査で得られた情報をまとめたバリアフリーマップ「あのくま」を 3000 部作成し、公共施設や協力

店舗に配布した。

３ 事業期間 平成 27 年 4 月 1日～平成 28 年 3 月 31 日

４ 事業区分 市提案事業 ・ 市民提案事業

５ 事業形態 委託事業 ・ 補助事業（補助率 ％）

６ 事 業 費
総事業費： 845,550 円(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 事業収入： 0円(Ａ)

実施団体の負担額： 0円(Ｂ) 市の負担額： 845,550 円(Ｃ)

７ 事業成果と

波及効果

●受益対象への具体的な成果

熊谷駅周辺の飲食店や小売店について、段差の有無やトイレの状況、車いすで利用可能な席があ

るかなど、これまで提供されてこなかったバリアフリーに関する情報を発信することができた。

障がい等のシンボルマークをクイズ形式で出題し、一般の利用者に対しても理解を深めていただ

く機会とし、心のバリアフリーの普及啓発を図ることができた。

●達成度

飲食店や小売店のほか、公共施設や大型商業施設、ホテルなど、全部で１２２件の施設の情報を

収集・掲載した。また、交通に関する情報としては、駅やバスに加えて、介護タクシーの情報も加

え、地図に示した歩道や信号の情報と合わせて、様々な移動手段を提示できた。

完成したマップは、熊谷市誕生１０周年記念「心のバリアフリーシンポジウム」に参加した３３

０人への配布をはじめ、掲載に協力いただいた全店舗、公共施設、小中学校、障害者団体、市民団

体などに配布した。

●波及効果

協力いただいた店舗からは、「バリアフリーという新たな視点に気が付いた」、「できる限りバ

リアフリーに配慮した店づくりをしていきたい」といった反応があり、利用者のみならず、事業者

に対しても普及啓発の効果が波及した。

埼玉新聞、JCOM 熊谷、埼北よみうり等のメディアに取り上げられた他、第 10 回熊谷市産学官連

携まちづくりフォーラム（主催：熊谷市）、大学・短大ボランティアセンター懇談会（主催：埼玉

県社会福祉協議会）、埼玉県大学連携研究会（主催：埼玉県）において事例発表を行い、市内外に

バリアフリーに関する取組をアピールすることができた。
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８ 協働の効果 ●実施団体から見た協働の効果

行政との連携により、アンケートの実施、現地調査の遂行、「あのくま」の作成・配布、宣伝等

がスムーズに行えた。店舗および道路・歩道等の現地調査や、遠隔地へ同行していただくなど、多

くの活動に協働することで調査が効率よく実施できた。

現地調査にあたってのアポイントをまとめたマニュアルや調査店舗からの想定質問等を作成し

たことで実務的な内容を学ぶことができた。また、「あのくま」の作成過程にあたっては、学生の

目線に加えて市民の視点から作成できたことは協働の力であると考えられる。

●所管課から見た協働の効果

Wi-Fi の有無など、学生らしいアイデアを活かし、利用者のニーズにあった掲載情報を設定でき

た。

調査等に参加した約 70 名の学生に対し、バリアフリーに関して理解を深めていただくきっかけ

となったとともに、熊谷のまちについても興味をもってもらうきっかけになった。

夏場の現地調査等では、学生たちの奮闘する姿勢が店側に伝わり、積極的に調査に協力いただい

た店も多数あった。

９ 今後の展開と

課題

●実施団体から見た今後の展開と課題

段差の高さや段数、Wi-Fi の種類、外国語メニューの有無など、調査では詳細な情報を収集したも

のの、完成品にはすべてを反映することはできなかったため、そうしたデータの活用も含め、掲載情

報の更新が課題となっている。

また、今後の展開としては、新たに掲載を希望するお店が出てきた場合、調査を行い、すでにホー

ムページに掲載しているマップとあわせて、追加情報として順次公開していくことを検討している。

今回のマップ作成の開始から完成までの流れを記録しておき、ボランティアセンター内でマップ作

成のための知識などを引き継いでいくことも課題である。

●所管課から見た今後の展開と課題

インターネットやスマートフォンアプリなど、より幅広い媒体での情報発信に発展させ、多様な

利用者に情報を提供することが課題となっている。

また、今回の実施した調査のノウハウや、協働事業ならではの連携や事業の進め方など、都市計

画課とボランティアセンター双方で蓄積された経験を組織内部で継承し、今後の取組みにつなげて

いくことが重要と考えている。なお、授業や授業以外の講座、他団体での活動など、それぞれに予

定のある学生たちが、そろって作業できる時間の確保に苦労したことから、今後は協働事業と授業

を連携させ、単位取得を可能にするなどの工夫が必要と考える。
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熊谷市協働事業提案制度

平成２７年度実施 市民協働「熊谷の力」事業 成 果 報 告 書

事 業 名

市民協働「熊谷の力」ありがとう券による介護支援ボランティア

活動促進事業

実施団体等
実施団体：特定非営利活動法人くまがや

地域通貨研究会

所管課：長寿いきがい課

１ 事業目的 元気な高齢者が元気のままでいられるよう、介護施設でのボランティアを奨励、支援し、仲間・居

場所づくり、社会参加を通じた介護予防を推進する。また、介護支援ボランティアの活躍を促進する

ことで、利用者が生きがいを感じ、望みをかなえられる施設づくりをサポートする。

２ 事業概要 １ 介護施設等ボランティアニーズ調査、参加施設募集

市内介護施設に書面・実地のボランティアニーズ調査を実施。報告書を作成、配付した。

また、ボランティアにありがとう券配付いただける参加施設を募った。

２ 参加施設等連絡会の開催

施設、大学、社協、市及び当会参加による連絡会を開催し、ニーズ調査結果報告会を兼ねて施設

ボランティア受け入れ促進のための講座を開催した。

３ 事業広報、協力店充実によるありがとう券の配布促進

事業及び充実させた協力店をＰＲするチラシ、ステッカー、サービス掲示用紙を印刷し、市内協

力店に配布した。チラシは公共施設で配置するとともに、施設ボランティアに配布した他、非営

利組織が開催するイベント等「まちに良いこと」参加者にありがとう券と共に配付した。

また、市報、市ＨＰ、ボランティア情報誌、新聞で事業が紹介され、当会、ブログ、フェイスブ

ックにおいて広報した。

３ 事業期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

４ 事業区分 市提案事業 ・ 市民提案事業

５ 事業形態 委託事業 ・ 補助事業（補助率 ８０％）

６ 事 業 費
総事業費：６５５，４３９ 円(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 事業収入： ０ 円(Ａ)

実施団体の負担額：１３３，５９５ 円(Ｂ) 市の負担額：５２１，８４４円(Ｃ)

７ 事業成果と

波及効果

●受益対象への具体的な成果

１ 介護施設ボランティアニーズ調査、参加施設募集

市内１２８介護施設へ書面による調査、うち２０施設へは立正大学土屋典子ゼミの学生延べ６８

名と共に訪問ヒアリング調査も実施し、６０．２％の回答を得た。結果は報告書（別添）にまとめ、

活動内容によって施設の受入実績とニーズに大きな開きがある等、施設ボランティアの実態を把握

することができた。報告書はボランティア受入の参考にしていただけるよう９０事業者に配付し

た。なお、ありがとう券配付参加介護施設は１８施設（１２か所）に拡大した。



5

２ 参加施設等連絡会の開催

施設、大学、社協、市及び当会参加による連絡会を３回（５月・６月・７月）に実施した。

また、調査結果報告会を兼ね、都内施設でボランティアコーディネーターをされている講師をお

招きし、施設ボランティア受入のコツ講座を１回（３月）に実施し、２８名の参加があった。

３ 事業広報、協力店充実によるありがとう券の配布促進

事業及び７５店舗から１００店舗へ拡充した協力店をＰＲするチラシを１５，０００部印刷、ス

テッカー、サービス掲示用紙は各１５０部印刷した。チラシ、ステッカー、掲示用紙は市内協力店

１００店舗に併せて配布した。また、ボランティア等への配布用にありがとう券を１０，０００枚

印刷した。チラシは市内公共施設６８施設へ２回送付、配置した。

また、ありがとう券とチラシは介護施設１２か所へ２，２３０セット配布した他、非営利組織が

開催するイベント等「まちに良いこと」参加者に、同じく６７０セットを配付した。

市報（６月号）、市ＨＰ（長寿いきがい課、チャレンジステージくまがや）、ボランティア情報誌

（かりん）、新聞（埼玉２回）で事業が紹介され、当会、ブログ、フェイスブックにおいても広報

し、認知度を高めることができた。

●達成度

１ 介護施設ボランティアニーズ調査、参加施設募集

介護施設でのボランティアを奨励、支援していくための方策を考える上で参考となる情報を、

６割を超える回答率となったニーズ調査結果から得ることできた。

結果、ありがとう券を活用したボランティア促進の取組みに多くの施設の協力を得られた。

２ 参加施設等連絡会の開催

連絡会や調査結果報告会兼施設ボランティア受入のコツ講座を開催し、関係者の参加を得ること

ができ、介護支援ボランティアの活躍促進や、利用者が生きがいを感じ、望みをかなえられる施設

づくりをサポートしていく上で大切な事柄を考え、知る機会を得られた。

３ 事業広報、協力店充実によるありがとう券配布促進

事業及び協力店をＰＲするチラシ、ステッカー、サービス掲示用を配布することで、市内協力店、

ボランティアからの事業に対する理解と協力が広がり、協力店で独自の特典を提供いただけるあり

がとう券の配布により、介護支援ボランティア活動継続への意欲を喚起することができた。

●波及効果

今回の調査では、「話し相手」ボランティア（傾聴ボランティア）の分野で施設側が本来必要と

している員数と受入実績の開きが最も大きく、まだまだ不足している実態が分かった。

更に、現在の傾聴ボランティアの中心であるシニア層に限らず、施設入所者の孫世代の学生にも

期待が寄せられている事も分かった。

こうした実態を踏まえ、今後、大学生等比較的若い世代からなる傾聴ボランティアグループを立

ち上げ、施設及び入所者ニーズに応えていくことで開かれた施設を増やし、利用者が生きがいを感

じ、望みをかなえられる施設づくりにつなげていく。学生にとっては、ボランティア体験から得る

傾聴力など学びの効果も期待できる。

また、こうした展開を踏まえ、立正大学内の喫茶店、カフェに協力店加盟いただける予定となっ

ており、ありがとう券の配布により学生のボランティア活動を後押ししてく。
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８ 協働の効果 ●実施団体から見た協働の効果

・特にニーズ調査について、高い回答率を得ることができたのは市（長寿いきがい課）、社会福祉協

議会ボランティアセンターが協働実施者として名を連ね、実務面でも多大な協力をいただけたことが

大きい。また、訪問ヒアリングを施設側に快く受け入れていただけたことは、福祉を学ぶ大学生との

協働により、訪問し実施できたことが大きいと考えている。

●所管課から見た協働の効果

・介護施設ボランティアニーズ調査という、行政側ではあまり実施しないであろう視点での調査によ

り、介護政策上貴重な結果を得ることができた。

・既に施設ボランティアを行っていることによる効果や、実施することによる弊害といった行政側か

らは見えにくい側面を、講座の際に実施したグループワークで聞くことができた。

９ 今後の展開と

課題

●実施団体から見た今後の展開と課題

・今回の協働事業で配布参加施設となった施設について、引き続きありがとう券を提供するとともに、

今後も魅力ある特典を提供いただけるありがとう券協力店を増やし、協力店とボランティアの市民同

士の支え合い輪を広げていくとともに、ありがとう券利用者が分かりやすく、券を利用しやすくなる

よう定期的にチラシを作成、配付したい。事業、協力店をＰＲすることで、更に配付施設を増やし、

元気な高齢者をはじめとする市民の介護支援ボランティア活動への参加継続への意欲を喚起してい

きたい。

・その為には当会活動への理解者を増やし、賛助会員、協力会員を増やすことで事業継続のための財

源を確保していきたい。

・市には協働事業で協力いただいたＨＰやチラシ配付など広報面において、引き続き協力をいただけ

れば幸いです。

●所管課から見た今後の展開と課題

・ありがとう券の普及が広がることにより、ボランティア活動に対する市民の関心が深まったり、広

がったりという効果が期待できる。今後、後期高齢者人口比率が急速に高まることによる要介護者へ

の支援者の不足という問題に対し、ボランティアの役割は極めて重要になっていく。ありがとう券に

よる市民同士の支え合いの輪の広がりは、こうしたボランティア活動を推進する社会的気運の醸成に

も役立つ活動である。

・特養等の介護保険施設においても、ボランティアの活動できる環境を整備することにより、介護の

専門職の不足を解消することに繋がるような工夫を検討することも必要である。
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熊谷市協働事業提案制度

平成２７年度実施 市民協働「熊谷の力」事業 成 果 報 告 書

事 業 名 市民協働「熊谷の力」村岡地域文化遺産保存事業

実施団体等 実施団体：村岡自治会 所管課：江南文化財センター

１ 事業目的 村岡地域における文化財及び文化遺産の再認識を深め、地域の歴史への関心を深めると共に地域コミ

ュニティの更なる活性化を図る。

２ 事業概要 １．文化財調査事業：文化財保護の観点から村岡地域に所在する指定文化財などの調査とその成果を

広く公開した。また、普段知る機会の少ない地域の文化遺産に焦点を合わせて、その歴史的資料とし

ての意義などについての調査を進めた。

２．地域文化遺産整備事業：市指定文化財「茶臼塚板石塔婆」周辺の整備、地域内の石標や石造物周

辺の除草等整備を実施した。

３．文化財啓発事業：地域内の歴史遺産などを解説する説明板、ウォーキングコースの策定及びウォ

ーキングマップ説明板を設置し、リーフレットの作成配付を実施した。

３ 事業期間 平成２７年４月１日～平成２８年２月２５日

４ 事業区分 市提案事業 ・ 市民提案事業

５ 事業形態 委託事業 ・ 補助事業（補助率７９％）

６ 事 業 費
総事業費： ５００，２３７円(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 事業収入： ０ 円(Ａ)

実施団体の負担額：１００，２３７円(Ｂ) 市の負担額：４００，０００円(Ｃ)

７ 事業成果と

波及効果

●受益対象への具体的な成果

１．文化財調査事業：地域内における指定文化財である「茶臼塚板石塔婆」、「村岡の渡し船」などの

調査の他、高雲寺や観音堂の仏像調査を実施した。また、路傍の石造物など現存する多数の歴史資

料の所在確認などを進め、地図作成のための基礎資料を得た。

２・地域文化遺産整備事業：村岡自治会館に隣接する「茶臼塚板石塔婆」の周辺整備を実施し、周辺

にあった既存説明板の改修、新規設置を行い、来場者増加の促進に努めた。また、村岡地域の石造

物周辺の除草作業などを実施した。

３．文化財啓発事業：地域に残る文化財（茶臼塚板石塔婆、村岡の渡し船、鎌倉街道脇街道と伝わる

支道、石尊宮、九頭竜権現など）に関する解説板、ウォーキングコースマップの作成によって、地

域の文化財や歴史文化の啓発を進めた。

●達成度

１．文化財調査事業：熊谷市立教育委員会（江南文化財センター・市史編さん室）との協働により、

６月～１１月において計２５回の現地調査を実施した。また、自治会に調査事業のワーキングチー

ムを立ち上げ、約１０回の調査の中で地域の文化遺産の所在位置等の把握を進めた。

２．地域文化遺産整備事業：６月、茶臼塚周辺の整備を実施したほか、７月～１０月にかけて各自治

化の班組織近くにある石造物や石碑周辺の除草や清掃活動を進めた。

３．文化財啓発事業：文化財関連の整備や解説板の設置（９月、１０月、１２月、１月）、ウォーキ

ングコースの策定などにより、地域住民の延べ人数約５５０名の参画があった。
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●波及効果

１．文化財調査事業：調査で得た情報や資料によって、今までに知られていなかった村岡地域の文化

遺産を再発掘することにつながった。これにより古くから保存されてきた村岡地域の歴史遺産の価

値を共有することに対しての地域住民の意識が高まった。

２．地域文化遺産整備事業：茶臼塚板石塔婆の周辺整備を地域住民との協働により実施することで、

その家族や地元吉岡小中学校の児童生徒に対する啓発につながった。

３．文化財啓発事業：新たな地域資源の掘り起こしにより、村岡地域での文化遺産をめぐるウォーキ

ング者数が増加している。ウォーキングマップ作成を契機として、地域のマッピングを進めること

で、地域の位置情報の把握による地域の安心安全や防犯などに係る情報を共有することができた。

８ 協働の効果 ●実施団体から見た協働の効果

・市との協働により文化財調査に対する方法を地域住民が学ぶ機会となった。また、これにより地

域内の文化遺産の再認識を進めるためには、どのような知識や実践の方法論が必要か学ぶ機会にな

った。

・文化財の解説板や説明板の設置など、普段の自治会事業では行うことの少ない事業に対して市の

協働によって効率的な運営を進めることができた。

・市のバックアップにより、他の地域の状況などを共有することができ村岡地域の場合における事

業の進め方について多様な方法を採ることができた。

●所管課から見た協働の効果

・市が管理する文化財について、地域住民を中心とした保護体制の確立が可能となった。

・参画する地域住民が増えることで。地域コミュニティづくりの新たなモデルケースになった。

・文化財保護行政に要する時間や経費が限られる中、地域住民と協働することによって、今後継続

的な事業運営が可能になると思われた。

９ 今後の展開と

課題

●実施団体から見た今後の展開と課題

・今後、茶臼塚を中心とした村岡の文化遺産事業を継続的に実施していくために、市の委託契約関

係を結び、どのような運営方法や活動内容が適当か協議を進めたい。

・地域の人口減少がある中で、今後の保存活動の継承に向けて何が必要か検討し、多くの若い後継

者との協力関係を築いていくことが必須と考えられる。

・村岡地域の他、隣接する万吉地区と協力しながら本件の市民協働事業を念頭に置いた事業展開を

模索している。

●所管課から見た今後の展開と課題

・市民協働事業を契機として開始された村岡地域文化遺産保存事業については、市管理地（茶臼塚

ほか）の委託管理として別事業として継続していく予定である。

・地域コミュニティの縮小傾向がある中で、文化遺産を活かした地域の再認識と振興につながると

考えられる。そのために市と自治会における保存会組織との協調を今後も進めていく必要がある。
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熊谷市協働事業提案制度

平成２７年度実施 市民協働「熊谷の力」事業 成 果 報 告 書

事 業 名 熊谷歌舞伎の後継者育成事業 in 重要文化財「平山家住宅」

実施団体等 実施団体：平山家住宅を活用して楽しむ会 所管課：江南文化財センター

１ 事業目的 地域の伝統芸能「熊谷歌舞伎」の後継者育成及び市内文化財建造物を代表する「平山家住宅」の啓発

２ 事業概要 （１）熊谷歌舞伎後継者育成事業

伝統文化団体として結成した熊谷歌舞伎の会による歌舞伎演目の保存のため、後継者を育成した。

（２）熊谷歌舞伎公演事業

小学生・中学生を中心とした次世代による熊谷歌舞伎の発表を重要文化財「平山家住宅」にて一般

公開した。それに向けた練習を実施した。

（３）平山家住宅情報発信事業

重要文化財「平山家住宅」においてはかねてよりコンサートの開催などが行われてきた。熊谷歌舞

伎の公演を行うことで、更なる情報発信を行い、文化財建造物への啓発を行うことを促進した。

３ 事業期間 平成 ２７年 ５月１日～平成２８年３月３１日

４ 事業区分 市提案事業 ・ 市民提案事業

５ 事業形態 委託事業 ・ 補助事業（補助率 ７９％）

６ 事 業 費
総事業費：３６７，０００円(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 事業収入： ０円(Ａ)

実施団体の負担額： ７７，０００円(Ｂ) 市の負担額：２９０，０００円(Ｃ)

７ 事業成果と

波及効果

●受益対象への具体的な成果

（１）熊谷歌舞伎後継者育成事業

熊谷歌舞伎の継承を図るために実施する研修等の後継者育成事業。小中学校への参加者募集を行

い、年間を通しての伝習を実施した。平成２８年１月１７日、彩の国芸術劇場にて埼玉伝統芸能フ

ェスティバルへ出演に向けた練習を進めた。

（２）熊谷歌舞伎公演事業

公演に向けた準備段階から地域住民と企画運営を進めた。

平成２８年３月１３日（日）午後１時３０分からの日程で開催した。

（３）平山家住宅情報発信事業

国指定重要文化財「平山家住宅」の情報を多く広報し、公開活用の促進を目指した。そして、今

後の屋根換えなどの保存修理に向けた啓発を進めた。

●達成度

（１）熊谷歌舞伎後継者育成事業

５月、熊谷歌舞伎の後継者育成として熊谷市内の小中学校に対して募集を行った。その後、関心を

寄せる小学生及び保護者に対して本事業についてのレクチャーを実施した。その後、９月～３月の

期間で熊谷歌舞伎の会の指導による練習会が開催され、１月の公演、及び３月の本事業公演に向け

ての準備を進めた。
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（２）熊谷歌舞伎公演事業

平成２８年３月１３日（日）午後１時３０分からの日程で「熊谷歌舞伎の後継者育成事業 in 重

要文化財平山家住宅」を開催した。小学生４名、３０代の若手継承者による演目「白波五人男」が

披露された。約５０名の来場があった。同会では併せて、熊谷歌舞伎の会、平山家住宅を活用して

楽しむ会、熊谷市教育委員会担当者による建造物の公開活用に関するトークセッションが行われ

た。

（３）平山家住宅情報発信事業

６月において周辺のホタル生息地の見学会と合わせて平山家住宅での一般芸能や地域の伝統芸能

の披露発表会を実施した。本開催は本事業の一環として実施し、１５０名の参加があった。また、

建造物の保存修理に向けた意識の啓発を図るために、積極的な情報提供と一般公開を行った。加え

て、調査研究目的の見学については市教育委員会担当者が対応した。

●波及効果

（１）熊谷歌舞伎後継者育成事業

熊谷歌舞伎の後継者育成に向けた市内小中学生への積極的な PR を実施した。５名の参加者によ

る公演に向けての練習が進められた。これについて出演者の友人等から関心を寄せられており、今

後の拡大が見込まれる。

（２）熊谷歌舞伎公演事業

歌舞伎の公演とその準備を通じて、今後の後継者育成のためにどのような方法が可能かを模索す

る機会になった。また発表する場所の確保に関連して、文化財建造物での開催についても選択肢に

なる点の再認識につながった。

（３）平山家住宅情報発信事業

重要文化財平山家住宅の公開活用と伝統芸能の継承を一体化させた事業の運営により、伝統芸能に

関心を持つ方々が更に文化財建造物について着目する機会となった。

８ 協働の効果 ●実施団体から見た協働の効果

・育成のための参加者募集については熊谷市から各学校に問い掛けができるために、その情報の広

報などについて一定の意味があった。

・文化財建造物の利活用についても、熊谷市のバックアップにより積極的な広報や現場での柔軟的

な対応も可能になったように思われる。

●所管課から見た協働の効果

・伝統芸能の後継者育成は、市の無形文化財や無形民俗文化財の伝承においても大きな課題となっ

ており、民間団体との協働によって幅広く果たされる可能性が垣間見えた。

・文化財建造物の保存に向けて多くの方々の関心を集めることが必須であり、本事業の公演によっ

て全国的な情報発信をすることができた。

９ 今後の展開と

課題

●実施団体から見た今後の展開と課題

・熊谷歌舞伎の後継者育成の契機として多くの小中学生に本事業の PR を行った。これに対して多

くの問合せもあったが、実践に結びつかない場合もあった。これは伝統芸能に対して敷居が高いと

いった印象があるからだと思われる。

・継続的な練習が難しく、簡略的な演目となってしまった。今後、歌舞伎の長大な作品にも後継者
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育成の余地を見るとすれば、新たな方法を模索する必要がある。

・今回の公演事業を通して、小中学生の参画に向けて裾野を広げるためにも市教育委員会の協力が大

切になる。

●所管課から見た今後の展開と課題

・国指定重要文化財「平山家住宅」の保存と公開活用については県と市の補助金や、保存団体への

委託費によって支援を進めているが、個人所有である建造物であるために、今後の保存修理脱向け

て多くの負担が予想されている。この課題に対して、一般の方々からの協力を求める場合、まずは

建造物について知る機会やその文化財的価値を啓発する場面の提供が必要となる。本事業において

伝統芸能の継承と共に建造物の保存継承の意識を広める機会となった。

・元来、公演をするための施設ではないために、公演上の課題も多くあるが、個人所有の建造物で

あることに鑑みて、現状維持の中での公演を今後も実施していくことになる。また、建物の公開活

用方法についても新たな方策などを模索することが求められている。
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熊谷市協働事業提案制度

平成２７年度実施 市民協働「熊谷の力」事業 成 果 報 告 書

事 業 名 市民協働「熊谷の力」想いが伝わる熊谷小麦の物語事業

実施団体等 実施団体：熊谷小麦産業クラスター研究会 所管課：商業観光課

１ 事業目的 小学生に郷土・熊谷、熊谷の小麦、熊谷の農業に関心をもってもらう。

２ 事業概要 本市は国内で有数の小麦の生産地であり、その背景には明治時代に麦作技術の改良研究

を行い、広く全国に広めた権田愛三の存在がある。しかし、農業に関わりのない多くの市

民にとって、権田愛三の存在や熊谷市の小麦を含めた農業について、知る機会も少なく、

認知不足なのが現状である。

本事業では、特に小学生を対象に、権田愛三の生涯を通じて、熊谷市の小麦の事、熊谷

市の農業と食生活などに関心を持ってもらうことを目的としている。

３ 事業期間 平成２７年４月２０日～平成２８年３月３０日

４ 事業区分 市提案事業 ・ 市民提案事業

５ 事業形態 委託事業 ・ 補助事業（補助率８０％）

６ 事 業 費
総事業費：５７２，８５６円(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 事業収入： ０円(Ａ)

実施団体の負担額：１１４，５７２円(Ｂ) 市の負担額：４５８，２８４円(Ｃ)

７ 事業成果と

波及効果

●受益対象への具体的な成果

権田愛三の生涯や業績の調査を行い子供にも分かりやすいストーリーの構成、編集で

紙芝居を完成させた。このことにより、本研究会にとっての地場産小麦振興のバックボー

ンにもなり、また子供たちの食育にもつながるものと考えている。

●達成度

作成した紙芝居を市内の２９校の小学校及び市立図書館４館、県立図書館１館に配布（寄

贈）した。

●波及効果

権田愛三の地元小学校で、お披露目会を開催し、新聞、ケーブルテレビで報道された。

８ 協働の効果 ●実施団体から見た協働の効果

市との協働事業であることで、市内の小学校の児童へのアピールが円滑なものとなった。

●所管課から見た協働の効果

教育委員会、江南文化財センターの参画を得て作品を作り上げることができた。本研究会の女性

会員の参画が多かったのも本事業の特性によるものと考えている。

９ 今後の展開と

課題

●実施団体から見た今後の展開と課題

今後の総合学習に取り入れる学校があると考えており、郷土愛がはぐくまれることを期待してい

る。

●所管課から見た今後の展開と課題

子供のころからの教育やなじみは、地元名産品の基礎づくりに欠かせないものであり、商業振興

の将来につながるものである。


